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明 細 書

発明の名称 ：イェロールームシステム

技術分野

[0001 ] 半導体デバイス等の製造における、 レジス 卜を感光する光の波長を遮断す

るためのイエロ一ルームシステムに関する。

背景技術

[0002] 近年、半導体デバイスの製造 ライ ンは、広大なク リー ンル ー ム 内に、同種

機能の処理装置を纏めたペイと呼ばれるュニ ッ 卜を複数備え、そのべィ間を

搬送 ロボ ッ 卜やベル トコンベアで接続するジ ョブシ ョップ方式を採用 した レ

ィァゥ 卜が主流になっている。

また、そのような製造ラインで処理 されるワークに、 1 2 インチなどの大

口径のウェハが使用され、 1 枚のウェハか ら数千個の半導体チ ップが製造さ

れる生産システムとされている。

[0003] ところがこのジ ョプシ ョップ方式では、複数の似たような処理工程 を繰 り

返す場合には、ペイ内での搬送やべィ間での搬送距離が大幅に伸びるととも

に、待機時間も増加するため、製造時間が増大 し、仕掛品の増大を招 くなど

コス トアップの要因とな り、 ワークを大量処理する製造ラインと しては、生

産性の低 さが問題 となる場合が生 じる。

そこで、従来のジ ョプシ ョップ方式の製造ラインに代え、半導体処理装置

を処理工程順 に配置 したフロ一シ ョップ方式による製造ラインも提案されて

いる。

[0004] —方、 このようなフローシ ョップ方式による製造ラインは、単一の製品

を大量に製造する場合には最適であるが、製造品を変えることで製造手順 （

レシ ピ）を変えなければな らない場合には、製造 ライ ンで の各半導体処理装

置の配置をワークの処理 フロ一順 に並べ替えることが必要 となる。 しか しな

が ら、製品が変わるたびにそのような並べ替えを行 うのは、再配置のための

手間と時間を考慮すると、現実的ではない。特 に、 ク リー ンル ー ム という閉



鎖空間内に巨大な半導体処理装置が固定配置 されている現状では、 その半導

体処理装置 をその都度再配置することは、現実的には不可能である。

[0005] また、 これ までの半導体製造システムでは、製造 コス トを極小 とするため

のファクタ一 と して同時生産性 （単位時間あた りの生産量）を最重要視 して

きたため、 ワークサイズ （シ リコンウェハサイズ）の大 口径化ゃ製造単位数

( 1 つの製品に対するオーダ一数）の増大が優先 され、 メガファプとも言 う

べ き、 巨大化 した製造システムが指向されて きた。

このような巨大な製造システムでは、 プロセス数 も数百を越 え、 それに比

例 してべィ数や装置数 も大幅 に増大 して きている。

このため製造 ライン全体 と してのスループッ 卜は向上 して きたものの、

このようなメガファプを構築するには数千億 円もの設備投資が必要 とされ、

総投資額が巨額化 している。

また、 このように製造システムが巨大化するに伴 い、装置制御が複雑化 し

て、搬送系での搬送時間や待ち時間が飛躍的に増大 しているため、生産 ライ

ン内で滞留する仕掛か りウェハ数 もそれに応 じて飛躍的に増加 している。 こ

こで使用される大 口径のゥェハの単価 は非常に高いので、仕掛か り枚数が増

大するとコス ト上昇 を招 くこととなる。

このような ことな どか ら、設備投資 を含めた 卜一タルでの生産性 は、 もは

や減少する方向に転 じていると言われている。

[0006] そこで、 この巨大化 した設備投資 を削減するために、局所 ク リー ン化生産

方式な どの手法 によってク リー ンルームをグ レー トダウンする考 え方が、即

効的手段 と して認識 され始めている。 この局所 ク リー ン化 には、工場 におけ

る環境制御 コス 卜を削減する効果 もある。

[0007] この局所 ク リー ン化生産方式を、工場の工程全体 に適用 した製造例 と して

は、非特許文献 1 で述べ られているように、半導体集積回路製造の前工程 を

唯一の例 と して挙 げることがで きる。 この半導体集積回路製造の前工程では

、製造物であるウェハは、独立 した製造装置間を、容器 に収納 されて搬送 さ

れる。 それぞれの装置 には前室が装備 されている。前室の扉は二つある。一



つは、装置本体 と前室間のもので、 もう一つは、前室 と外界の間のものであ

る。常にどち らかの扉が閉まっているように操作することで、装置本体内部

と外界を常時遮断できる。 ウェハ容器は、前室に連結 される。連結状態では

、 ウェハ雰囲気を外界か らある程度の性能で遮断する性能を持 って、容器 と

製造装置 との間でウェハをや り取 りすることができる。

[0008] 容器 には、搬送の容易さを確保するために、軽 さと小ささ、及びメカニズ

厶のシンプルさが要請される。 この要請に叶うためには、容器開閉方法、特

に、容器扉を開 く際の扉の収納方法に工夫を要する。具体的には、前室 との

連結時に、容器の扉をウェハ容器内に収納する方式は、扉の収納スペースが

必要 となることか ら、 この要請に反 して しまうことに留意 しなければな らな

し、。 このことか ら、 ウェハ容器の扉は、前室内へ収納 されるのが妥当な連結

構造であるということになる。 HP社は、 この点を考慮 した連結方法について

、一つの特許 （特許文献 1 ) を取得 している。

[0009] この特許では、 3 つのサブシステム ：（1 ) 前室、 （2) ウェハ搬送容器、 （3)前

室内のウェハ転送メカニズムがあること、そ して、 「2 つの扉を合体 して、

清浄な内部空間へ移動する。」 ことを主な特徴 と している。 2 つの扉を合体

するのは、以下の理由による。 2 つの扉が微粒子を含む外界に接する外側の

面には、それぞれ微粒子が付着 して くる。それを合体することで、それ らの

微粒子を両扉の間に閉 じこめて、前室内部へ収納 し、微粒子の局所 ク リーン

環境への拡散 を防 ぐことができる。

[001 0] 図 1 ( a ) に示すように、容器 1 は容器本体 3 と容器扉 4 か ら、前室 2 は

前室本体 5 と前室扉 6 か らな り、 （a) 容器本体 3 - 容器扉 4 、 (b) 前室本体 5

- 前室扉 6 、 （c) 容器本体 3 - 前室本体 5 、の 3 箇所にシール部が設けられて

いる。 この特許の要点は、 この 2 つの扉による扉表面付着微粒子のサ ン ドィ

ツチ捕捉 にあるが、サ ン ドイッチされた微粒子は、その部位か ら排除される

わけではない。 また、サ ン ドイッチされた扉の端面か ら微粒子がこぼれ落ち

、 ウェハ汚染される危険に対 しては、対策 を講 じていない。 さらに、前室 と

ゥェ' \ 搬送容器の連結 を密閉化する構造にはなっていないので、前室内およ



び ウ ェハ 搬 送 容 器 内へ の 外 部 汚 染 ウェ ハ 質 の侵 入 を完 全 に 防 ぐ機 能 を有 して

い な い。

[001 1] 次 い で、 Asyst 社 は、 この H P 社 の特 許 に密 閉性 を付 加 す る た め の 一 つ の 改

良機 構 を特 許 化 し （特 許 文 献 2 ) 、 200mmウ ェハ の シ ス テ ム と して 実 用 化 した

この Asyst 社 の 特 許 で は、 図 1 ( b ) に 示 す よ う に、 連 結 部 分 は 4 つ の構 造

物 、 す な わ ち 容 器 （box) 、 容 器 扉 （box door) 、 前 室 （port) 、 及 び 前 室 扉 （port

door) か ら成 って お り、 これ らの 4 つ の構 造 同 士 の接 触 の 内、 （a) 容 器 本 体 3

一容 器 扉 4 、 (b) 前 室 本 体 5 —前 室 扉 6 、 （c) 容 器 本 体 3 —前 室 本 体 5 、 (d)

容 器 扉 4 —前 室 扉 6 の 4 つ の構 造 間 に、 密 閉 化 の た め の シ ー ル を施 す こ と を

特 徴 と して い る。

[001 2 ] そ の 後 、 この 密 閉 方 式 が 完 全 な も の で は な い こ とか ら、 この Asyst 社 の 特 許

に対 す る い くつ か の 改 良特 許 が登 録 され て い る。 しか し、 この よ うな 一 連 の

改 良特 許 自体 が、 メ カ 二 ズ 厶 を複 雑 化 させ る次 の よ うな 弊 害 を生 む こ と とな

つた。 つ ま り、 製 造 コ ス トの増 大 、 重 量 増 加 、 新 た な微 粒 子 発 生 源 の 発 生 、

容 器 洗 浄 の 困難 さ増 大 な どで あ る。 これ らの 改 良特 許 を以 て して も、 ガ ス遮

断 が 実 用 レベ ル に な い だ け で な く、 微 粒 子 遮 断 も不 完 全 で あ った。

[001 3 ] そ の 後 、 2000 年 頃 か ら、 ウ ェハ サ イ ズ が 300mmに な る と、 Asyst 社 の 前 記 シ

— ル 方 式 とは別 の 方 式 が提 案 され 、 そ れ は 300mmウ ェハ 搬 送 シ ス テ ム と して 世

界 標 準 とな った。 この標 準 方 式 は、 FIMS(Front-open i ng Interface Mechan i c

a L Standard : フ ィム ス ）シ ス テ ム と呼 ば れ SEMI 規 格 （主 に、 SEMI Std. E57, E

47. 1, E62, E63) で あ りな が ら、 特 許 化 され て い る （特 許 文 献 3 ) 。 FIMS で は

、 容 器 扉 の 水 平 方 向 の 開 口 と水 平 連 結 方 式 を採 って い る。

[0014] これ は、 Asyst シ ス テ ム で の 垂 直 方 向 連 結 とは対 照 的 で あ る。 また、 Asyst

シ ス テ ム で は、 垂 直 に連 結 す る こ とか ら、 ウ ェハ は容 器 内部 の カ セ ッ トに収

納 され て い る。 連 結 後 に合 体 した 2 つ の 扉 が 内部 へ 格 納 され て か らは カ セ ッ

卜ご と前 室 内へ 移 動 す る。 これ に対 して、 FIMS で は、 カ セ ッ トは省 略 され て

お り、 水 平 方 向 に合 体 した 2 つ の 扉 が前 室 内へ 移 動 し、 続 け て 垂 直 方 向 に そ



の 扉 が 下 降 した の ち は、 容 器 内 の ウ ェハ は、 前 室 内 に あ る ウ ェハ 転 送 ロボ ッ

卜を 用 い て 直 接 前 室 内 へ 取 り出 さ れ る。

[001 5 ] さ らに、 この FIMS 特 許 に お い て は、 Asyst 特 許 と異 な り、 各 構 造 体 の 接 触 部

の シ ー ル 構 造 に つ い て は具 体 的 な 構 造 定 義 が な い。 実 際 、 そ の 実 用 FIMS シ ス

テ ム に お い て は、 意 図 的 に 1~2mm ほ どの 隙 間 を各 構 造 体 間 に設 け た 構 造 と し

て い る。 具 体 的 に は、 容 器 - 前 室 間 、 前 室 と前 室 扉 間 に は 隙 間 を設 け て い る。

そ の 理 由 の 一 つ は、 物 理 的 な 接 触 に よ る シ ー ル 構 造 を設 け る と、 そ の シ 一

ル 部 分 で機 械 的 な 擦 れ が 発 生 し、 これ が 、 大 量 の 微 粒 子 発 生 を 引 き起 こす か

らで あ る。 しか し、 これ らの 隙 間 が あ る こ とか ら、 ガ ス 分 子 に対 して は、 原

理 的 に密 閉 性 を持 た な い 欠 点 が 生 じて い る。

[001 6 ] な お、 200mm ウ ェハ 用 の Asyst シ ス テ ム に お い て も、 連 結 後 の 容 器 扉 と前 室

扉 の 開 閉 時 に局 所 環 境 内 で 発 生 す る圧 力 変 動 と そ れ に よ る 気 流 発 生 が 引 き起

こす 微 粒 子 発 生 の 問 題 を軽 減 す る た め 、 及 び 、 密 閉 容 器 で あ る と容 器 扉 が 負

圧 に な って 開 き に く くな る こ と を 防 ぐた め の 2 つ の 理 由 か ら、 容 器 に、 外 界

に通 ず る圧 力 抜 き孔 が 設 置 さ れ て い る。 この こ とで 、 実 際 に は特 に ガ ス 分 子

に対 して は 遮 断 性 能 を持 つ こ とが で きな い構 造 に な って い る。

[001 7 ] 以 上 の 先 行 事 例 で 理 解 さ れ る こ と は、 シ ー ル を各 部 に施 す 密 閉 型 機 構 に於

い て は、 ガ ス な どの 小 さ な 分 子 に対 して も有 効 な 内 外 分 離 性 能 を持 つ 局 所 ク

リー ン化 生 産 シ ス テ ム を構 築 す る こ と は 可 能 で あ る が 、 そ の 反 面 、 シ ー ル 部

の機 械 的 擦 れ な ど に よ り、 多 量 の 微 粒 子 発 生 と い う副 作 用 を 生 じる と い う こ

とで あ る。 逆 に、 隙 間 の あ る構 造 を採 る と、 微 粒 子 の 発 生 を抑 制 で き る反 面

、 ガ ス 分 子 に対 して は 内 外 の 分 離 性 能 を確 保 す る こ とが で きな い。 これ は、 S

MIF 方 式 の 持 つ 自 己 矛 盾 と して の 欠 陥 で あ る。 この 結 果 、 実 用 シ ス テ ム で は、

密 閉 性 の 不 完 全 な 構 造 とな らざ る を得 な い 問 題 点 が あ つた 。

[001 8 ] 実 際 、 最 新 の 300mm ウ ェハ 対 応 の 全 て の 半 導 体 集 積 回 路 製 造 工 場 に、 世 界 標

準 と して 導 入 さ れ た FIMS シ ス テ ム で は、 隙 間 を持 って い る た め に、 ガ ス 分 子

だ け で な く、 微 粒 子 に つ い て も、 完 全 な 遮 断 性 能 を持 って い な い。 そ の 弊 害

と して 、 本 来 遮 断 性 能 の 点 で 完 全 な 局 所 ク リー ン化 生 産 シ ス テ ム で あ れ ば、



ク リー ンル ー ム は不 要 にな るはず で あ るが、 実 際 の全 工 場 にお いて は、 依 然

と して ク リー ンル ー ム 中で FMIS シ ステ ム が導 入 され て い る。 つ ま り、 現 状 で

は、 ク リー ンル ー ム と局 所 ク リー ン化 の 2 重 の ク リー ン化 が必 要 とな って い

るの で あ る。 この こ とが、 設備 投 資額 を増 大 させ、 また高度 な管 理 が必 要 と

な り、 製 造 コス トを大 き く押 し上 げて い る。

[001 9 ] この よ うに局 所 ク リー ン化 シ ステ ム の導 入 に よ り、 半導 体製 造 の前 工程 に

お け る ダ ウ ンサ イ ジ ングが試 行 され て きた。

しか しな が ら、 それ は、 製 造 コス トを極 小 とす るため の フ ァクタ一 と して

同時 生産 性 （単位 時 間 あ た りの生産 量 ） を最 重 要視 した、 従 来 か らの延 長線

上 の製 造 シ ス テ ム へ の 適 用 にす ぎな い。 つ ま り、 上 記 した FIMS に代 表 され る

よ うに、 ワー クサ イ ズ （シ リコ ンウ ェハ サ イ ズ） の大 口径 化 ゃ製 造 単位 数 （

1 つ の製 品 に対 す るオ ー ダ一数 ） の増 大 が優 先 され た もの で あ って、 メ ガ フ

アブ とも言 うべ き巨大化 した製 造 シ ステ ム を指 向 して きた こ とにかわ りはな

い。

[0020] 図 1 3 に、 この よ うな メ ガ フ ァプに よ る半導 体製 造 シ ステ ム で のサ イ ズ効

果 を示 す。

ウ ェハ サ イ ズ を 1 2 イ ンチ とす る現 状 で の最新 鋭 の半導 体 工 場 （メ ガ フ ァ

プ） の場 合、 装 置数 は 3 0 0 台 、 シ ステ ム 内 に滞 在 す る仕 掛 か りウ ェハ数 は

1 7 0 0 0 枚 、 使 用 す るマ ス ク数 は 3 4 枚 、 床面積 は 2 0 0 0 0 平 米 で、 設

備 投 資額 は約 3 0 0 0 億 円 に も及ぶ 。 この場 合、 月産 性 能 は 1 c m チ ップ換

算 で年 間 1 億 4 千 万個 とな るが、 ウ ェハ稼 働 率 は 1 % 未 満 で あ り、 資源 利 用

効 率 は、 0 . 1 % 未 満 で あ る。 た だ し、 前 提 条 件 を、 各 プ ロセ スで の所 要 時

間 （サ イ クル タイム） を 1 分 / w a f e r 、 プ ロセ ス数 を メ タル 8 層 半導 体

の場 合 で 5 0 0 工 程 、 デ ザ ィ ンル ール を 9 0 n m とす る。

[0021 ] — 方 、 エ ンジニ アサ ンプル や ュ ビキ タスセ ンサ 一用 な ど、 製 造 単位 数 が数

個 〜数 百個 とい うよ うな超 少量 の半導 体 を製 造 す るニ ー ズ も存 在 す る。

この よ うな 巨大 な製 造 シ ス テ ム で な けれ ば こ の 超 少量 生産 は コス 卜パ フ 才

— マ ンス を さほ ど犠 牲 にす る こ とな く行 う こ とが可 能 で あ るが、 この よ うな



巨大な製造 シ ス テ ム では、 フローシ ョップ方式であるが故 に、 この超 少量生

産 を製造 ライ ンに流すにはコス 卜パ フォーマ ンスが極端 に悪 くなることか ら

、 これ と同時 に、他 の品種 を該製造 ライ ンに流 さざるを得 ない こととなる。

しか しなが ら、 そのように多品種 を同時 に投入 して混流生産 をするとなる

と、製造 ライ ンの 生産性 は品種数 の増大 とともに一層低下することとなるの

で、結局の ところ、 このような巨大な製造 システムでは、超 少量生産 でかつ

多品種生産 に適切 に対応することがで きない。

[0022] これ まで、 フローシ ョップ方式やジ ョプシ ョップ方式 を採用するデ ィス

製造 システムでは、 それぞれの方式での稼働率 の低下 に対する種 々の工夫が

提案 されている （特許文献 4 あ るいは特許文献 5 ) 。

先行技術文献

特許文献

[0023] 特 許文献 1 ：米国特許第 4 5 3 2 9 7 0 号 明細書

特許文献 2 ：米国特許第 4 6 7 4 9 3 9 号 明細書

特許文献 3 ：米国特許第 5 7 7 2 3 8 6 号 明細書

特許文献4 ：特 開 2 0 0 5 _ 1 9 7 5 0 0 号公報

特許文献 5 ：特 開 2 0 0 8 _ 2 2 7 0 8 6 号公報

非特許文献

[0024] 非特許文献 1 ： 「局所 ク リー ン化の世界」 （原史朗、工業調査会、 ISBN 4-769

3-1 260-1 (2006) )

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0025] 特 許文献 4 および特許文献 5 に記載 の発明は、 フローシ ョップ方式ゃジ ョ

プシ ョップ方式 における効率化 を図るものではあるが、多品種 の超 少量生産

および単品種 の多量生産 のいずれであ っても、 品質 を担保 しつつ コス 卜パ フ

才一 マ ンス も良いようにするには十分でない。 つ ま り、変種変量生産 に対 し

て柔軟 に対応するには十分でない。



[0026] また、従来の巨大な半導体製造システムにおいては、個々の製造装置が巨

大で、工場内に置いて容易に移動できるものではなかった。そのため、装置

の移動が困難であり、製造物の搬送経路を短縮するように配置変更すること

は殆ど不可能であり、また、メインテナンスゃ修理を、装置製造工場へ返送

できず、その場で行わなければならないために、多額の出張人件費が必要と

なり、また多くの時間を要するという困難さがあった。この装置の巨大さは

、装置価格と製造物製造コス トが莫大なものとなる大きな要因であった。

[0027] また、上記 したような半導体製造システムの前工程においては、半導体ゥ

ェハ上に形成される感光性 レジス 卜を感光性光線 （U V 光線）から遮蔽する

イエロ一ル一厶システムが構築されている。この際、感光性光線の遮断が必

要なのは、通常、 レジス 卜塗布→露光→現像の 3 工程だけであるから、イエ

口一ルーム内には、この 3 工程を一緒に配置することが効率的となる。

しか しながら、この 3 工程だけをイエロ一ルームに入れることは、一見効

率的なように見えるが、その 3 工程の全装置を常に一緒に配置 しなければな

らないという制約を発生させている。具体的には、この制約によって、製造

レシピの順番に装置を配置することで、搬送距離を極小にして高速化かつ汚

染機会を極小化できるフローショップ方式での装置配置ができなくなつて し

まう。塗布→露光→現像自体は連続工程であるが、その前の洗浄や膜堆積、

その 3 工程の後のエッチングとレジス 卜除去工程などは、イエロ一ルームに

入れないとなれば、当該 3 工程ごとにイエロ一ルームにしなければならず、

当該 3 工程は3 0 ~ 4 0 回あるので、イエロ一ルームが 3 0 ~ 4 0 部屋ほど

必要となる。これは非常に非効率な製造施設が必要になる。それを避けるた

めに、当該 3 工程だけを 1箇所に集めて一つのイエロ一ルームとしている。

結果として、効率的なフローショップは実現できない。

また、 3 工程を一緒にしたイエロ一ルームのデメリットは、感光光線を遮

る部屋を建設 して用意するコス トが必要であり、部屋として独立 しているの

で、工場内の搬送距離を長 くして しまうことである。さらに、作業者にとつ

て、快適な仕事環境ではないということもある。現在実用化されている微細



加工向け製造装置は、イエロ一ルーム内に配置することを前提としているの

で、光の遮断を全く考慮しない構造になっている。

[0028] 本発明は、上記した実情に鑑みてなされたものであり、その目的は、上記

した局所クリーン化生産システムと同様に、半導体等のデバイス製造の前ェ

程における、変種変量生産にも柔軟に対応することのできる局所イエロ一ル

—厶生産システムを提供することである。

さらに、装置価格や製造物製造コスト、あるいはメンテナンスコストを大

きく低減することができる局所ィェ口一ルーム生産システムを提供すること

である。

とくに、前記 3 工程にかかる装置を 1箇所に纏める必要がなく、それら3

工程間でのワークの搬送を、ワーク上の感光性レジス卜を感光させる光線か

ら完全に遮蔽すると共に、物理的な空間遮断構造を持つことでガス分子を遮

断し、しかも微粒子の発生を排除することができる連結システムとした局所

イエロ一ルーム生産システムを提供することである。

課題を解決するための手段
[0029] 本発明は、上記の課題を解決するため、規格化された同一の外形を有し、

ワーク上に形成された感光材料への感光線を遮光するイエロ一ルームを内包

する複数の可搬可能な単位処理装置と、前記単位処理装置間で前記ワークを

搬送するための、それ自体がイエロ一ルームとして形成された搬送容器と、

前記単位処理装置と前記搬送装置とを連結する遮光性の連結構造と、を有す

るイエロ一ルームシステムとしたものである。

[0030] さらに、前記搬送容器は、前記ワークの収納空間を形成する搬送容器本体

と、前記収納空間を遮蔽する搬送容器扉と、前記搬送容器本体と前記搬送容

器扉との密着連結により前記収納空間を密閉可能な第 1のシール構造と、を

有するとともに、前記搬送容器本体、前記搬送容器扉および前記第 1のシー

ル構造はいずれも、前記ワーク上に形成された感光材料への感光線を遮蔽す

る部材により形成されており、

前記単位処理装置は、いずれも、前記搬送容器と連結する前室と、前記前



室 と連結する処理室 とを有 し、

前記前室は、前記感光線 を遮蔽する部材 によ り形成 された前室本体 と、前

記前室本体 に設 け られて前記処理室 に開口する開口部 と、前記前室本体 を前

記感光線か ら遮蔽する前室扉 とを有するとともに、前記前室扉 と前記前室本

体 との密着連結 によ り前記前室 を密閉可能かつ前記感光線 を遮蔽可能な第 2

のシール構造 を有 し、

前記搬送容器 と前記前室は、両者が密着連結することによ り形成 される密

閉可能かつ前記感光線 を遮蔽可能な第 3 のシール構造 を有 し、前記搬送容器

と前記前室が密着連結 した ときだけ、前記第 3 のシール構造 によって密閉化

された 1 つの分割 されない連結室 を形成 し、前記搬送容器扉が搬送容器か ら

分離する構造 を有するイエ ロ一ルームシステム と したものである。

さ らに、前記単位処理室内の少な くともワークの処理位置 を含む作業領域

と、前記作業領域か ら前記搬送容器扉の開扉位置 までの前記 ヮークの搬送領

域 とを、前記感光線 を遮断するよう構成 してもよい。

また、前記前室扉の磁石の磁気力によって前記搬送容器扉 を前記前室扉 に

吸着することによ り、前記搬送容器扉 を開 く構造 を有するように構成 しても

良い。

また、前記搬送容器扉の磁化 される物体 と前記搬送容器本体の磁性体の間

に間隙を設 け、かつ前記搬送容器扉の磁性体 と前記前室扉の磁石間にも間隙

を設 けることで、搬送容器扉 を開閉する構成 と しても良い。

また、前記単位処理装置は、デバイス製造 プロセスの内の単一の処理 プロ

セスを処理する密閉型の処理装置であ って、可搬 とされてお り、前記搬送容

器は、 ワーク対象のウェハ を 1 枚収納する密閉型の搬送容器 とされてお り、

前記密閉搬送容器 に収納 される前記 ウェハは、極小単位のデ イスを作製す

るウェハサイズと して構成 しても良い。

また、前記極小単位 を 1 個 と し、前記 ウェハサイズを直径 0 . 5 イ ンチ と

するように構成 しても良い。

さ らに、前記単位処理装置は、 ワーク上への感光材料の塗布装置 と して構



成 され て お り、 前 記 塗 布装 置 は、 前 記 感 光 材 料 を収 納 し前 記 感 光線 を遮蔽 す

る密 閉型 の容 器 本 体 と、 前 記 感 光 材 料 を ワー ク上 に供 給 す る供 給 部 材 と、 前

記 容 器 本 体 と前 記供 給 部 材 とを着 脱 可 能 に連結 す る ブラ グィ ンコネ クタ と、

を有 して お り、 前 記 プラ グイ ンコネ クタは、 前 記 感 光線 を遮蔽 す る構 造 で あ

つて、 連結 され る場 合 には開 く状 態 とな るバ ル ブを有 して い る よ うに構 成 し

て も良 い。

[0031 ] こ こで、 「単位 処理 装 置 」 とは、 1 個 の可搬 性 の容 器 容 量 内 に収 納 す る こ

とが で きる プ ロセ ス単位 、 例 え ば、 塗 布、 露 光、 現 像 、 イオ ン注 入 な どの プ

ロセ スの うち の 1 個 を処理 す る装 置 をい い、 従 来 のデバ イ ス処理 プ ロセ スの

内の 1 つ の処理 プ ロセ ス を示 す ほか に、 該 容 器 容 量 内 に収 納 す る こ とが で き

る限 りにお いて、 従 来 の処理 プ ロセ ス を複 数 含 む もの （例 え ば、 上 記 と共 に

水 洗 や乾 燥 処理 を同一 の処理 装 置 に含 む もの） や、 あ るい は従 来 は 1 つ の処

理 プ ロセ スで行 つて い る もの を複 数 に分 割 した もの も含 む。

また、 「イエ ロ一ル 一 厶 を内包 す る」 とは、 単位 処理 装 置 自体 を、 感 光線

を遮蔽 す るイエ ロ一ル ー ム と して形 成 す るか、 あ るい は単位 処理 装 置 内 に、

感 光線 を遮蔽 す る処理 空 間 を設 け る こ とをい う。

さ らに、 「前 室 」 とは、 ワー クを処理 す る処理 室 と連結 され る空 間 をい う

が、 処理 室 と空 間 的 に区画 す る必 要 が な い と きには、 処理 室 その もの で あ つ

て も良 い。

発 明 の効 果

[0032] 本 発 明 に よれ ば、 変種 変 量 生産 に柔軟 に対 応 す る こ とが で きる と とも に、

装 置価 格 や製 造物 製 造 コス ト、 お よび メ ンテ ナ ンス コス トを大 き く低 減 す る

こ とが で きるイエ ロ一ル ー ム シ ステ ム を供 給 す る こ とが で きる。 また、 作業

者 は イエ ロ一ル ー ムル ー ム 内 に存 在 す る必 要 が な いの で職 場環 境 を改善 す る

こ ともで きる。

よ り具 体 的 には、 容 器 内部 、 3 つ の シール に よ り構 成 され る空 間及 び前 室

内部 の それ ぞれ の気圧 を同程 度 とす る こ とが で きるの で、 容 器 内部 を外 気 と

同 じ気圧 にす る必 要 が な く、 開 閉時 に塵 や埃 、 パ ーテ ィクル 等 が前 室 内部 に



侵入することを防止できるイエロ一ルームシステムを提供することができる

。しかも、磁気力により容器扉と前室扉の脱着を行うので、脱着にあたって

の摺動部がなく、微粒子を発生させることもない。磁気の閉回路を形成する

場合には、磁気が外部に漏れることがなく、しかもワーク上の感光性レジス

卜を感光線から確実に遮蔽できるイエロ一ルームシステムを提供することが

できる。

図面の簡単な説明

[0033] [ 図1]従来の搬送容器と装置の前室との接続の模式図 （a ) ( b )

本発明の搬送容器と装置の連結システムの模式図 （c )

[ 図2]本発明の搬送容器と装置との連結システムが形成される工程

[図3]本発明の搬送容器と装置との連結システムが形成される工程

[図4]本発明の搬送容器と装置との連結システムが形成される工程

[図5]磁気力の閉回路を形成することにより搬送容器扉を開閉するための装置

[図6]図 5 に記載された装置において搬送容器側に磁気力の閉回路が形成され

た状態の模式図

[図7]図 5 に記載された装置において搬送容器扉と装置にまたがって磁気力の

閉回路が形成された状態の模式図

[図8]本発明における搬送容器扉斜視図

[図9]本発明における搬送容器内側斜視図

[図10]本発明における単一処理装置の斜視図

[図11]本発明における単一処理装置としての露光装置の一部を断面図とした

側面図

[図12]図 1 1の正面図

[図13]半導体システムのサイズ効果を説明する表。

発明を実施するための形態
[0034] 本発明では、搬送容器および単一処理装置を、いずれも、ワーク上に形成

される感光材料、たとえばゥェハ上に形成される感光性レジス卜を感光線か

ら遮蔽するようなイエロ一ルームシステムが構成される。



さらに、搬送容器とこの単一処理装置における前室とを気密に連結 し、こ

れらの間で内容物を移動させるために必要な扉を2 つだけとする。一つは容

器の扉であり、もう一つは、前室本体の扉である。これらの 2 つの扉は、搬

送容器と前室が気密に連結 した時だけ連結室を形成できるような形状を有す

る。元々その連結室の内面は 2 つの扉の外面であるから、外部空間にさらさ

れることで汚染された可能性がある表面である。従って、連結室を形成 して

連結室内部の清浄化機構を具備する場合には、さらに清浄性を確保でき、搬

送容器内部、前室内部及び連結室からなる内部空間と外部との分離を実現で

きる。

[0035] 本発明では、空間的に固定化された前室を要 しないため、前室と処理室と

の間に設けられた扉を必ず しも設ける必要はなく、その扉の分だけ、必要な

扉の数を 1 つ減 らすだけでなく、それと同時に従来の局所クリーン化生産シ

ステムの不完全な内外遮断性能を解決する。本発明においては、前室と搬送

容器の連結時に、外部から密閉遮断される連結室を形成させる。そのために

、以下の 3 つのシール構造を設ける。

[0036] まず、搬送容器は、内在させるワーク上に形成される感光性 レジス 卜等の

感光材料を感光線から遮蔽する部材で構成されている。搬送容器の表面に感

光線を遮蔽する遮蔽膜を形成するように構成 しても良い。

そして、搬送容器本体と搬送容器扉の密着連結により密閉可能な第 1番目

のシール構造 （シール 1 ) を有する。密着連結に使用する機構としてはラッ

チ等の公知の手段を採用することができる。

次に、前室は、感光性 レジス 卜を感光線から遮蔽するように構成されてい

る。そして、前室本体と前室扉の密着連結により密閉可能な第 2 番目のシ一

ル構造 （シール 2 ) を有する。最後に、搬送容器本体と前室本体は、両者の

密閉連結により密閉可能な第 3 番目のシール構造 （シール 3 ) を有する。搬

送容器と前室が連結する際には、最初の 2 つのシールに加えて、 3 番目のシ

—ルが成立するので、これらの 3 つのシールにより、分割されない 1 つの密

閉化された連結室が形成される。



これ ら第 1 ない し第 3 のシール構造 （つまり、シール 1 〜シール 3 ) は、

いずれも、感光線を遮蔽する部材で構成されている。

ここで、 これ らのシール構造は、 0 リングやガスケッ ト等の公知のシール

手段を採用することが可能である。

[0037] 連結時に発生 した連結室が密閉の室を構成するために、 この連結室の圧力

や微粒子濃度、ガス濃度等の環境は制御可能となる。環境を制御するため、

連結室に対 しては、ガスの入出力または圧力制御を目的とした入力ポ一 卜と

出力ポー トが装備される。 この構造においては、容器扉と前室扉を合体 して

微粒子を捕捉 し収納する必要はない。

この構造では、微粒子とガス分子の両方に対 して、外界と製造物空間を相

互に完全に遮断する機能が得 られるので、 この構造を、清浄気密連結 (Part i c

【6 - Lock A i r t i ght Dock i ng 略 してPLAD)構造という。

[0038] 前室と搬送容器の合体時に形成する連結室を形成する壁は、搬送容器本体

、搬送容器扉、前室本体、装置扉のそれぞれの一部分で構成されている。前

室と搬送容器が合体 していない状態においては、その内部壁になる部分の表

面は、外部空間に接 しており、外部空間の汚染物質やガス分子が付着 して汚

染されている。

これ らの外部空間へさらされた表面は、合体時において連結室の内部壁を

形成 しても、依然として汚染されている。 この連結室内部壁の付着汚染は、

連結室に設けられている清浄気体嘖入用ポー 卜から、清浄気体を噴出するこ

とで、壁に付着 した微粒子をその気体の風力によって表面から脱離させ、排

気用ポ一 卜から排出することができる。

また、清浄気体の導入により、化学的に表面に吸着 しているガス分子も、

清浄気体と置換することで、表面から脱離させることができる。

[0039] 重要なことは、清浄気体の導入によって排除出来ない固着物質や強い結合

力で表面に残存する分子類は搬送容器と装置を一体化するため、搬送容器扉

と前室扉を開けた後も、表面から離脱することはないので、無視できること

である。



さらに、合体時に搬送容器と前室が物理的に接触することで、摩擦などに

より、発生する微粒子とガス分子も、 2 つの扉を開ける前に、清浄気体の導

入によって、連結室から排除できる。このように、シール 3 の形成によって

発生する連結室内の汚染は、本方法によって排除可能である。

また、連結室内の雰囲気を前室内部の雰囲気と同じ雰囲気に制御すると、

搬送装置扉と前室扉を開ける前後において、前室内の雰囲気の組成が変化す

ることがない。

[0040] 連結室を清浄気体によって清浄化 した後、シール 1 とシール 2 を解放する

、すなわち、搬送容器扉と前室扉を装置内部に向けて開けることで、搬送容

器と前室内の空間が一体化 し、物体の両者間の搬送が可能になる。その際、

シール 1 とシール 2 のシールを物理的に引き離す際に、これらのシール部や

つの扉それぞれが搬送容器や前室の部材と面 していた箇所から、多少の微

粒子やガス分子が発生する可能性がある。

これらの発生 した汚染物が、搬送容器内と前室内へ侵入すると、搬送する

物体への汚染の原因になる。従って、このシール部で発生 した汚染物は、連

結室側へ移動するような工夫が必要である。汚染物質の連結室内への移動は

、連結室の気圧を搬送容器内部及び前室内部の両方の気圧よりも低 く設定す

ることで可能になる。物質は気圧の低い方へ流れるからである。連結室へ吸

引された汚染物質は、排気孔から外部へ排出される。このような連結部分で

発生 した汚染物質の排除は、容器内部が気密であり、かつ連結室を設けるこ

とで初めて可能になる。

ただし、連結室の気圧が、搬送容器内部又は前室内部の気圧に対 してある

程度の気圧差を有する場合には、その圧力差に杭 して搬送容器扉や前室扉を

開けることが困難になる可能性がある。

[0041 ] 以上の構造と操作から明らかなように、一時的に形成する連結室は真空排

気が可能である。従って、前室本体や搬送容器内部が真空圧の場合でも、連

結室を真空にすることで、扉を扉の両側の圧力差がほとんど無い状態で開く

ことができる。



一般に、真空装置では、真空装置本体の真空を大気に戻す時間とそれによ

り生ずる汚染を避けるため、真空装置本体は常に真空に保持する場合が多い

。そのため、普通は真空装置に室を設ける。この室が大気と真空を行き来す

る。このため、この室をa i r - Lock室と呼ぶ場合がある。本発明では、連結室

がこのa i r - Lockの役割を果たすために、つまり大気と真空を行き来するため

に、従来型の固定された室は不要となる。普通、この室自体が扉や搬送メカ

二ズ厶を持っため、この室の容積は、比較的大きなものとなっている。この

ため、この室を排気するにも相当の時間を要する。一方、本発明では、連結

室は、容器と前室の合体時にできるわずかな小空間で済むため、連結室自体

の連結時の清浄化には、たい して時間がかからない し、それに要する装置は

小規模なもので済む。

[0042] 微粒子による製造物への汚染が問題となる場合においては、とりわけ、連

結室の清浄化操作が必要である。一方、微粒子汚染が問題とならず、ガス分

子汚染が問題となる場合においては、その汚染の影響が比較的重大でない場

合には、連結室のガス導入とガス排気ポ一 卜は省略できる可能性がある。連

結室の容積は従来の前室と比較 して極めて小さなものであるから、その内部

の汚染物質の絶対量も少なく、それが搬送容器と製造装置の容積内に拡散 し

て希薄化されると、たとえば 4 桁以上濃度が低下する。この希薄汚染濃度で

問題のない用途では、連結室の清浄化のための真空化、あるいは清浄気体を

導入するためにポー トを設置、等を行う必要がない。

[0043] 次に搬送容器の開閉方法について述べる。

搬送容器扉は前室との合体の後に前室内部に開かれる構造を有する。仮に

、容器扉が容器の外へ合体前に開く方法では、容器内部が外部にさらされな

いよう、もう一つ扉が必要になって しまうので、省スペースとメカニズムの

効率の点で、不利である。容器の内部へ搬送容器の扉が格納される方法では

、奥方向へ引き込まれると、それだけ搬送容器の扉の移動に使う容積が増え

て しまい、搬送する容器が大型化 して望ましくない。従って、搬送容器の扉

は前室内部へ格納される。



[0044] 搬送容器の扉の内部格納構造においては、扉に蝶番がついて開閉する、住

居用ドアに採用される方式をとる可能性がある。しかし、蝶番の摺動部から

大量の微粒子が発生するのでこれも適切な方法ではない。本発明では、搬送

容器扉は、前室本体へ分離格納される。搬送容器扉と搬送容器本体を密閉し

ているシール 1は、搬送容器扉と搬送容器本体の間に位置する。搬送容器扉

が前室本体へ垂直に格納移動されると、シールに対して横ずれがないため、

扉と本体の擦れは最小限に留まる。

[0045] 容器扉は、前室扉に具備される扉のフック機構等によって開閉される。本

発明においては、微粒子もガス分子もその発生を抑制する機構として、磁気

フック機構を用いる。一般的に用いられる摺動する部分が沢山ある機械的な

鍵の機構では、開閉時に発生する摺動によって、多量の微粒子が発生する。

従って、高度な清浄化が要求される場合に用いるべきではない。磁気を用い

る開閉機構は、そのような機械的動作を伴わず、摺動が発生しないので、微

粒子の発生量が格段に少なく、高度な清浄化に適している。

[0046] 本発明では、搬送容器本体と搬送容器扉に磁性体 （少なくとも一方が磁石

) を設けて、この磁性体間の引力によって搬送容器扉と搬送容器を閉じる。

また、前室扉に磁石を組み込み、その磁気力によって搬送容器扉を前室扉に

吸引することで、搬送容器扉を開くものである。このとき、作用する磁気力

を調整するために、場合により電磁石や磁性体等を密着させないことも必要

である。

本発明のような磁気開閉機構が機械開閉機構よりも清浄化の点で優れてい

るが、磁気開閉機構は実際の搬送容器の開閉機構としては不十分な点がある

。それは、磁気力が磁性体間の距離に強く依存しており、吸引力が 1 m m以

下で急速に強くなつて、逆にそれ以上の距離になると急速に弱くなるので、

製品構造に高い精度を要求されることが理由の一つである。特に磁性体同士

を接触させた場合、ミクロンスケールでみれば、磁性体表面は凹凸があり、

精度もミクロンオーダに達していなければ、磁気吸引力は、意図したものに

ならない。また、搬送容器のように同じものがたくさんある場合、個々の容



器で僅かに寸法が違うので、磁気吸引力が個々の容器で違う可能性がある。

以上の問題を回避するため、本発明においては、磁性体間の距離を制御で

きる構造を採用できる。 2 つの磁性体が接触 しているミクロンスケールの距

離での吸引力の変化が激 しいので、そのような近接距離を、実用に用いない

ように回避することが目的である。数十ミクロン程度距離を離 しておく設計

とすると、 1 0 mの精度誤差での吸引力の差は比較的小さくなる。さらに

、この小さくなつた吸引力の差を補うため、もっとも吸引力の弱くなると予

想される磁気力を基準に、装置側の開放機構の磁気力を定める。

[0047] [搬送容器]

本発明における搬送容器は、外気に直接触れることにより汚染や反応等の

何 らかの支障を生 じる物 （ワーク）を搬送するための密閉容器であるととも

に、その物上に形成された感光性材料を感光光線から遮蔽するように構成さ

れている。この 「物」としては、半導体用基板、センサ用基板等、各種用途

に使用され、現在において、クリーンルームやグロ一プボックス等の装置内

にて取り扱うべきものが広 く対象となる。

[0048] このような搬送される物の特性に応 じて、搬送容器の本体と扉の材料ゃ特

性を選択することができ、例えば、ポリ （メタ）ァクリレー 卜、ポリカーボ

ネ一 卜、ポリエチレンテレフタレ一 卜、石英、ガラス等の耐湿性及び寸法安

定性に優れた材料を使用することが好ましい。搬送容器扉の開閉を上記のよ

うに磁気力により行うためには、少なくともこれら材料による搬送容器本体

の扉と密閉する箇所に磁性体及び磁石を配置する。

また、搬送容器を遮光性とするために、それらの材料を、感光線を遮蔽す

る材料として選択 したり、あるいは、それら材料の表面に感光線を遮蔽する

遮蔽層を設ける。

[0049] もちろん、搬送容器の大きさは搬送されるものの大きさに関連 して決定さ

れ、また 1 つの搬送容器に複数の物を収納するための複数の室を設けること

も可能である。例えば、 1 つの搬送容器の表裏面にそれぞれ 1 つずつの扉を

設け、その内部に独立 した室を設けることや、円盤状の搬送容器の表面に複



数の扉を互いに隣接させて設けて、各扉には対応する室を設けること等が可

能である。

[0050] 搬送容器が搬送されている途中等、搬送容器が単独で容器として使用され

ているときに、不用意に扉が開かないように扉を口ックするための機構を備

えること、及びそのロックは搬送容器と前室が密着連結 したときに自動的に

解除されるような機構も設けることが利用性の点から好ましい。

[0051 ] 搬送容器内に収納された物が不用意に移動すると、搬送容器の扉を開けて

前室内に導入することが困難になつたり、収納されている物自体が破損する

可能性が高くなつたりするので、搬送容器内においては、収納された物を固

定するための押圧部材等の何らかの手段を設けることが必要である。

[0052] [搬送容器と前室のインタ一フェイス]

搬送容器の扉側の面が前室扉に接続されるが、ここで搬送容器の扉が前室

扉に対 してずれることなく高精度に位置決めされることが必要である。この

点は、搬送容器を手で前室扉に接続する場合であっても、あるいは搬送装置

にて接続する場合であっても同じである。

しかも、搬送容器と前室扉との間で摺擦する部分があれば、その部分から

はパーティクルを発生することになり、その後、前室内を汚染 したり搬送容

器内の物品を汚染 したりすることになりかねない。このため、搬送容器の扉

側には特定の構造を持たせる必要がある。

まず、搬送容器の扉は、搬送容器本体に埋め込まれるようにして設置され

る。そして搬送容器本体の扉側の面の周縁部には搬送容器側面にかけての傾

斜部を設ける。この傾斜部は前室本体のポー トの周縁部に設け、ポー ト中心

部に向けて設けられた傾斜部と一致するようにされている。

さらに搬送容器の扉の周囲の搬送容器本体部には、複数の突起部を設けて

なり、該突起部は前室本体のポー トに設けられた凹部に嵌合するようにされ

ている。

さらに、搬送容器の扉の外面には 3 つの先端が半球状の突起として設けら

れ、この突起に対応 して前室扉表面には 3 つのV 字状の溝が放射状に設けら



れている。

このような構造の搬送容器本体、搬送容器扉、前室本体及び前室扉を使用

して以下の通りに搬送容器は前室扉に高精度に接続される。

まず、前室本体に接近 してきた搬送容器は、上記の搬送容器本体の扉側の

面の周縁部に設けた傾斜部を前室本体のポー トの周縁部に設けた傾斜部に合

わせるようにして揷入され始める。途中まで揷入されて、搬送容器は前室本

体に対 して多少の遊びがある程度に位置決めされる。

次いで、上記の搬送容器の扉の周囲の搬送容器本体部に設けた複数の突起

部が、対応する該前室本体のポー トに設けられた凹部に嵌合する。この際に

上記の多少の遊びは相当削減されて、搬送容器の垂直軸に対する回転がある

程度抑制される。

その状態でさらに搬送容器本体が前室扉に接近すると、搬送容器の扉に設

けた 3 つの先端が半球状の突起が、前室本体の扉に設けた上記の 3 つのV 字

の溝に入ることになる。このときには、 1 つのV 字の溝を構成する対向 した

2 つの斜面それぞれが、該半球状の突起と接触 し、該半球状の突起は 2 箇所

において該対向 した 2 つの斜面それぞれと接触する。

この結果、搬送容器は垂直軸に対する回転方向へのぶれが無 くなり、かつ

水平方向へのぶれも放射状の 3 つのV 字の溝により解消する。

このような機構によつて、搬送容器は装置本体に対 して垂直方向への移動

以外は不可能となり固定される。

[0053] 以下図面に基づいて実施の形態例を説明する。本発明では、搬送容器およ

び単一処理装置を、いずれも、物 （ワーク）上に形成される感光材料、たと

えばゥェハ上に形成される感光性 レジス 卜を感光線から遮蔽するように構成

される。

[0054] 図 1 0 ~ 1 2 は、本発明の単一処理装置全体の説明図である。図示するよ

うに、単一処理装置 5 0 は、下部処理装置 5 1、上部処理装置 5 2 、および

それらを分離可能に接続する接続部 6 0 により構成されており、下部に設け

られた可搬装置 6 により移動可能に構成されている。これら単一処理装置



は、 その外形がデスク トップサイズに規格化 した同一の外形 を有 している。

ここで、 「デスク トップサイズ」 とは、人が比較的容易に持ち運べ る程度の

サイズであ って、具体的には、 x : 2 9 4 m m、 y : 4 5 0 m m、 Z 1 ：7

O O m m、 Z 2 ：7 4 0 m m とされている。

上部処理装置 5 2 には、処理装置 と してのウェハ露光装置が収納 されてお

り、下部処理装置 5 には、 これ らを制御する制御装置等が配置 されている

。 また、上部処理装置 5 2 には、 その側面 に司見き窓 5 7 が形成 されてお り、

該司見き窓 5 7 は、処理装置内部 に感光性 レジス 卜の感光線が進入 しないよう

な透明性のある遮光部材で構成 されている。

また、上部処理装置 5 の正面側か ら奥側 に向けて抉 られるように所要の

大 きさの空間が設 け られてお り、 その空間に面 して上部 ステージ 5 5 が設 け

られている。

この上部 ステージ 5 5 上 には、搬送容器 との ドッキングポ一 卜5 6 が設 け

られてお り、 この ドッキングポ一 卜5 5 の下方 に前室 8 0 が設 け られている

。つまり、上部処理装置 5 2 は、 この前室 8 0 と、 この前室 に連結 された処

理部 8 とによ り構成 されている。

この前室 8 0 には、 ドッキングポ一 卜5 5 か ら前室 8 0 内に搬入されたヮ

—クを処理部 8 0 との間で受け渡す搬送装置 （図示せず）が設 け られている

とともに、 その正面側 に、前面パネル 5 3 が着脱可能 に設 け られている。前

面パネル 5 3 を取 り外す ことで、 この搬送装置等のメインテナ ンスをするこ

とが可能である。

上部 ステージ 5 5 上 には、電源 スィ ツチ等のスィ ツチ類が配置 されてお り

、 また、前室 8 0 の上方 には、空間を隔てて操作パネル を兼ねた表示装置 5

4 が設 け られている。 この表示装置 5 4 の上方 には、 この単一処理装置の運

転状態等 を表示するための発光 ダイ才一 ド等か らなる状態表示装置 5 4 ' が

設 け られている。

なお、前室 8 0 と処理室 8 と空間的に区画する必要があれば、図 2 ~ 4

に示すように、適宜、 シャッター 8 2 を設 けることがで きるが、該シャツタ



- 8 2 は本件発明に必須のものではない。

この単位処理装置 5 0 の重量は、それぞれの単位処理装置 5 0 が内包する

処理装置の内容によって異なるが、標準的には約 6 0 キログラムとされてい

る。 したがって、可搬装置 6 1等を用いることで容易に運搬できるので、フ

口一ショップゃジョプショップ、マルチセルショップゃクラスショップレイ

アウ トなどの間で、 レイアウ ト変更が容易である。

また、上部処理装置 5 2 は、略直方体のデスク トップサイズとされ、その

重量は標準的には約 3 0 キログラムとされている。 したがって、上部処理装

置 5 2 のみを接続部 6 0 によって単位処理装置 5 0 から分離 して運搬するこ

とも容易であり、そのように上部処理装置 5 2 を分離 して所要の場所に移動

させ、そこで単位処理装置 5 0 としての機能を点検 修理 したり改良 したり

することも容易となる。

[0055] 図 1 1 および図 1 2 に示すように、本実施の形態例の場合は、処理室 8 1

には、露光装置が収納されており、前室 8 0 から搬送されるワークを載置す

るワークテ一プル 6 5 の上方には、 U V 光源 7 0 ，ワーク検出用カメラ 7 1

、ァライメン 卜用のモニタリングカメラ 7 2 等が配置されている。また、そ

れらは図 1 2 に記載の左右方向にスライ ドすることで、ワーク上の所定位置

に選択的に配置されるように構成されている。 したがって、ァライメン 卜が

完了して露光ステップに移行する場合は、ワークテ一プル 6 5 上にU V 光源

7 0 が配置され、その光線は直下方向に照射されることとなる。 したがって

、図 1 1 に示すように、前室 8 0 の ドッキングポ一 卜5 5 の下方近傍空間、

つまり少なくともワークが搬送される空間は、 U V 光源 7 0 からは光学的に

遮蔽される空間となる。

6 1， 6 2 ， 6 3 は、それぞれ、ワークテ一プル 6 5 のX 、丫、 Z 軸調整

機構である。

[0056] 図 1 ( c ) は本発明の連結システムを構成する搬送容器 7 と前室 8 (前室

8 0 に同 じ）が密着連結 している図であり、前記のように、搬送容器 7 と前

室 8 が密着連結 した結果、搬送容器 7 の容器扉 1 2 と前室 8 の前室扉 9 で規



定される連結室 1 0 が従来の連結システムにおける前室の役目を果たすもの

として形成される。

[0057] 従来技術における前室は、搬送容器に収納された物品を装置内に搬入させ

るために、大気と減圧下、あるいは大気と特定の雰囲気下という環境が異な

る外気と装置内を接続するために機能するものである。

これに対 して、本発明における上記連結室 1 0 はあたかもこのような前室

であるかのように、連結室 1 0 内部の環境が、密着連結直後の外界と同 じ環

境から、容器扉 1 2 と前室扉 9 が一体となって前室内に向けて移動 し、 2 つ

の扉が開くまでの間に、連結室に接続された気体供給用ポー ト1 5 及び気体

排出用のポ一 卜1 6 を介 して前室内の雰囲気と同様の雰囲気となるように調

整され得る。

[0058] 半導体のように真空下において処理する工程に付すものは、特にこのよう

な清浄用気体の供給と排出が要求される。この場合、複数の工程毎に異なる

装置を用いる製造設備においては、各工程に使用する装置それぞれに本発明

の連結システムを必要とする。

装置内の雰囲気が真空であれば、気体排出用ポー ト1 6 から連結室 1 0 内

の気体を真空ボンプ等により排出し、必要であれば、続いて気体供給用ポ一

卜1 5 から不活性の気体を連結室内に導入後、さらに気体排出用ポー ト1 6

からその気体を排出する操作を任意の回数行う等により、微粒子等を含有 し

ている連結室 1 0 内の環境を前室内の環境と同程度のものとすることが可能

である。

[0059] もちろん、目的とする前室内の清浄度や雰囲気に応 じて、必要であれば、

連結室 1 0 内の環境を前室内の環境と近づけることができる。

このように、本発明は搬送容器を、前室と直接に密着連結できるものであ

り、そのために密着連結により形成された連結室 1 0 には、気体導入用ポ一

卜1 5 及び気体排出用のポ一 卜1 6 が接続されるように、前室 8 にはこれら

のポ一 卜を設けることができる。

これらのポ一 卜により連結室 1 0 内を気体が流通 して清浄化するにあたつ



ては、気体が連結室 1 0 内全てにわたって流通することが必要である し、容

器扉 1 2 と前室扉 9 が密着 していた容器 7 の開口部及び前室本体 8 の開口部

に付着 している、粒子等も除去可能なように気体が流通することも必要であ

る。

[0060] 本発明の連結システムを用いた搬送容器 7 と前室 8 の密着連結の詳細を、

搬送容器内部の半導体デバイス製造用のウェハ 1 7 を装置内に導入する例 を

挙げて次に示す。 この例 に限 らず、他 に例えば、微生物の培地、不安定な化

合物 を導入することも可能である。

図 2 には、搬送容器 7 が搬送容器本体 1 1 と容器扉 1 2 か らな り、搬送容

器本体 1 1 と容器扉 1 2 は公知のシール手段 により気密にシールされている

。 したがって、搬送容器 7 内は、感光線か ら遮蔽 されている。そ して搬送容

器本体 1 1 には、容器扉 1 2 か ら搬送容器本体 1 1 の内部 に向けて、 ウェハ

7 を支持する部材が設けられている。

[0061 ] 容器 7 と前室 8 を密着連結 させた後 を考慮 して、搬送容器 7 は搬送容器本

体 1 1 の壁部 に磁石 1 8 を設け、容器扉 1 2 の搬送容器本体 1 1 の壁部 に当

接する箇所には鉄等の磁性体 1 9 を設けることができる。その際には、該搬

送容器本体 1 1 の壁部及び該容器扉 1 2 の磁性体 1 9 を設けた箇所を延長 し

、容器扉 1 2 の磁性体 1 9 を設けた箇所 と当接する前室扉 9 の箇所に電磁石

4 を配置 してお く。

[0062] 図 2 の状態では、搬送容器 7 は搬送容器本体 1 1 が容器扉 1 2 と磁気力に

よって強力に密着 し、搬送容器本体 1 1 の内部は外気 とは確実に遮断されて

いる。 また、前室 8 の前室扉 9 は何 らかの手段 により前室本体 1 3 に確実に

密着 してお り、前室本体 1 3 もまた外気 とは確実に遮断された状態である。

なお、上記 したように、前室 8 (つまり単一処理装置における前室 8 0 )

には、処理室 との連結部 に、処理室 8 と必要に応 じて空間的に区画する区

画扉 8 2 が設けられている。 これは、例えば、前室 8 0 内のワークに対 し、

処理室 8 か らの感光線が直接照射されることを防止する等が必要の場合に

設けられる。 しか し、そのような危険がない場合には、 この区画扉 8 2 は必



ず しも必要ではなく、該区画扉 8 2 が設けられていない場合には、前室 8 0

と処理室 8 とは気圧等の環境が同一にあるので、搬送容器 7 が前室 8 0 上

部の ドッキングポ一 卜5 6 上に載置されることは、搬送容器 7 と処理室 8

とが直接連結されることと同 じこととなる。

[0063] このような図 2 の状態から、次には図 3 に示されているように、搬送容器

7 は容器扉 1 2 を下方に向けた状態で、前室 8 の装置扉 9 に重ね合わされる

ようにして載置される。このとき、搬送容器 7 と前室 8 の一方に位置決め用

のピンを設け、他方にその位置決め用ピンを嵌合する穴を設ける等 して、搬

送容器 7 と前室 8 が正確に重ね合わされるようにすることが重要である。そ

の位置決めのための機構としてはピンに限定されるものではなく、公知の位

置決め手段を採用することも可能である。

[0064] 装置本体 1 3 と前室扉 9 も、公知のシール手段により気密にシールされて

いる。 したがって、前室扉が閉扉されている状態では、前室内は感光線から

遮光された状態となっている。

搬送容器 7 を前室 8 の上に正確な位置で載置 した後には、両者を密着連結

させるための操作を行う。密着連結をしない場合には、搬送容器 7 と前室 8

が気密にシールされず、それらの間には隙間が形成されることになり、その

状態で扉を開くと外気が搬送容器 7 内や前室 8 内に侵入 し、これらの内部が

外気と微粒子等で汚染されることになる。

この密着連結するための手段としては、ラッチ機構等の公知の手段でよく

、その密着強度としては搬送容器本体 1 1 と前室本体 1 3 の間に介在するガ

スケッ卜等の公知のシール手段によるシールが有効に機能する程度の強度で

よい。また、この密着連結により、その密着部から感光線が漏れない構造と

されている。

[0065] 搬送容器 7 を前室 8 に密着 した後に、搬送容器本体 1 1 と前室本体 1 3 と

の間に、どちらか一方又は両方に設けられていた公知のシール手段により気

密なシール構造が形成される。そしてそのシール手段により区画された容器

扉 1 2 と前室扉 9 との間に形成された連結室 1 0 を前室内の環境と同 じにす



ベ く、予め前室に設けられている気体供給用ポー ト1 5 及び気体排出用のポ

— 卜1 6 を用いて、連結室 1 0 内の環境を調整する。

具体的な調整方法としては、当初は外気と同 じ環境の連結室 1 0 内の空気

を気体排出用ポー ト1 6 から排気 して減圧とする。次いで気体供給用ポー ト

1 5 から例えば乾燥 した窒素ガスを導入 し、さらに気体排出用ポ一 卜1 6 か

ら排気 して減圧とする工程からなる方法、またはこの方法を繰 り返す方法を

採用できる。

[0066] このような方法によれば、当初は外気と同 じ環境であって、酸素等の反応

性ガスの他に微粒子等の汚染物質が存在 した連結室 1 0 は、気体の排気と供

給による気流により、除去が可能な微粒子等が除去されると共に、酸素等の

反応性ガスも排気される。

その後に、前室 8 内の環境と同 じ環境、つまり、前室 8 内が減圧下であれ

ば、連結室 1 0 も減圧下、前室 8 内が不活性ガス雰囲気下であれば、連結室

0 も不活性ガス雰囲気下に調整される。もちろん連結室 1 0 の環境の調整

はその他の工程によってもよい。

[0067] このような連結室 1 0 の環境の調整は、従来の装置における前室 （つまり

処理室と空間的に隔離された前室）においてなされていた調整と特に変わる

ところはないが、従来の前室と比較 して、搬送容器 7 と前室 8 の双方の扉等

により規定される連結室の空間は、圧倒的に小さいので、気体の供給や排気

に要する装置もより小規模な装置で十分であり、また所要時間も遙かに短時

間で済むものである。

[0068] 引き続き、搬送容器 7 内に収納されているウェハを前室 8 内に移動させる

方法を説明する。

いずれにも図示 していないが、前室扉 9 を開閉するためのエレべ一タ等の

装置が前室 8 内に設けられており、搬送容器 7 の容器扉に固定されたウェハ

を、容器扉 1 2 及び前室扉 9 ごと前室 8 内に移送 して装置内の処理手段によ

る処理に付すことになる。

一体化 した容器扉 1 2 と前室扉 9 を共に前室 8 内に移動させるに際 して、



容器扉 1 2 と搬送容器本体 7 との密着 を解除する。

[0069] その解除するための手段の一例 と して、以下の手段が挙げられる。

容器扉 1 2 に設けられた磁性体 1 9 は、搬送容器本体 7 の壁に設けられた

磁石 1 8 の磁気力を受けて、該磁石 1 8 と磁着 している。

このため、容器扉 1 2 を搬送容器本体 1 1 か ら離すためには、磁性体 1 9

に作用する磁石 1 8 か らの磁気力に杭 して、磁性体 1 9 に対 して容器扉 1 2

を離す方向へ と力を加えることが必要である。

[0070] 図 3 においては、前室扉 9 に設けられている電磁石 1 4 に電流を通 じて、

磁性体 1 9 に対 して磁気力を加えることにより、磁性体 1 9 にかかる磁気力

が磁石 1 8 によるものよりも電磁石 1 4 によるものを強 くすることにより、

磁気力の閉回路が形成 されて前室扉 9 に容器扉 1 2 が磁着する結果 となる。

このように、前室扉 9 に容器扉 1 2 を磁着 させた状態で、前室扉 9 を下方

に移動させることにより、図 4 に示すように前室内に前室扉 9 と容器扉 1 2

が共に導入される。電磁石への通電は磁石 1 8 か ら容器扉 1 2 への磁気力が

ある程度弱 くなつた時点で停止 してもよい。

この状態において、前室扉 9 と容器扉 1 2 か らなる連結室 1 0 は前室 8 内

の空間と連通するが、既 に連結室 1 0 は前室 8 内の環境 と同環境であるので

、連結室 1 0 に由来する前室内の汚染はみ られない。

[0071 ] なお、 この例は前室 8 に気体供給用ポ一 卜1 5 及び気体排出用のポ一 卜1

6 を設けてなる例であるが、 これ らのポ一 卜を設けな くても良い場合がある

。それは、前室 8 の容積 と連結室 1 0 の容積 を比較すると、連結室 1 0 の内

容積が圧倒的に小さいので、仮に連結室 1 0 に存在する微粒子やガスが装置

内の雰囲気に混入 しても、それによる汚染の程度が極めて小さ く無視可能で

ある場合である。

[0072] この際、形成 された連結室 1 0 と前室 8 内の気圧等の環境 を同 じとするた

めに、例えば前室扉 9 に前室 8 内と連結室 1 0 内を連通する開閉可能な管路

を設け、搬送容器 7 と前室 8 が密着 して、連結室 1 0 が形成 された後 におい

て、該管路 を開と して連結室 1 0 と前室 8 内を連通させるように してもよい



さらに、上記の実施例の前室 8 の前室扉 9 の向きを横向き、あるいは下向

きとし、搬送容器 7 の容器扉 1 2 も横向き、あるいは上向きとすることも可

能である。

[0073] 磁気力により容器扉 と前室扉を開閉する別の機構について図 5 を基に説明

する。

図 5 は搬送容器 2 が前室 2 0 に密着 した状態の図であ り、前室扉 2 2 の

上面に容器扉 2 3 が対向 し、搬送容器本体 2 5 の容器扉 2 3 の周囲の部分が

前室本体 2 4 に対向 している。

前室扉 2 2 には、電磁石 2 6 が埋め込まれ、その先端が前室扉 2 2 の上面

に露出 している。該電磁石 2 6 の先端の位置に対向するように、磁性体 2 7

が容器扉 2 3 の表面か ら反対面を貫通するように埋め込まれている。 この磁

性体 2 7 は複数埋め込まれており、その複数の磁性体 2 7 は磁石 3 6 の両端

に磁気力にて接続されている。そ して、 このような 2 つの磁性体 2 7 と磁石

3 6 か らなる組が 1つ以上埋め込まれている。

[0074] また、容器扉 2 3 の内側、つまり搬送容器本体側に磁性体 2 7 が露出 した

箇所には、搬送容器本体 2 5 に埋め込まれた磁性体 2 8 が磁気力を及ぼ して

おり、容器扉 2 3 は内部に埋め込まれた磁性体 2 7 と搬送容器本体 2 5 に埋

め込まれた磁性体 2 8 との間に発生する磁気力による引力により、搬送容器

本体 2 5 に固定され、 このため、容器扉 2 3 により搬送容器本体 2 5 の内部

が密閉される。

搬送容器本体 2 5 に埋め込まれた複数の磁性体 2 8 は、容器扉 2 3 と対向

する部分か ら離れた箇所にて、磁性体 2 9 により接続されており、 この状態

において搬送容器本体 と容器扉を磁気力が接続 して閉回路が形成されている

[0075] 搬送容器本体 2 5 の内部には、前室 2 0 内との間を容器扉 2 3 と共に移動

可能 となるように容器扉 2 3 に固定されてなる被処理物 3 0 が収納されてお

り、前室本体 2 4 や搬送容器本体 2 5 に外気の侵入や微粒子の侵入を防止 し



つつ、被処理物 を前室内、あるいは容器内に移動可能 とするためには搬送容

器 2 と前室 2 0 が密着 して連結室 を形成 し、該連結室は外気に対 して気密

であることが必要である。

このため、図 5 においては搬送容器本体 2 5 と容器扉 2 3 との間を気密 し

シールするための、0 リング等のシール部材 3 1 が設 け られ、前室本体 2 4 と

前室扉 2 2 との間を気密 にシールするための、0 リング等のシール部材 3 3 が

設 け られ、 また搬送容器本体 2 5 と前室本体 2 4 を気密 にシールするための0

リング等のシ—ル部材 3 2 が設 け られてお り、 これ らのシ一ル部材 によ り、

容器 2 の内部 と前室 2 0 の内部 は、容器 2 が前室 2 0 に接続 していると

きはもち ろん、 そうでないときも、 内部が外気か ら遮断された状態でい られ

ることが可能である。

さ らに、容器 2 1 が前室 2 0 に正確 に接続 され、搬送容器本体 2 内の被

処理物 3 0 が前室本体 2 4 の内部 を行 き来 して、正確 に処理することが可能

となるには、搬送容器本体 2 5 に設 けた複数の位置決め ピン 3 4 と、前室本

体 2 4 に設 けた複数の穴や溝 を正確 に嵌合な どすることが必要である。 もち

ろん、前室側 に位置決め ピンを設 け容器側 に穴や溝 を設 けてもよいが、操作

性 を考慮すると、容器側 に位置決め ピンを設 け、前室側 に該位置決め ピンと

嵌合するように穴や溝 を形成することが好 ま しい。

位置決め ピン 3 4 の先端形状 は円球状でも円錐状、角錐状でもよ く、 ピン

と して明確な先端 を備 えるものであればよい。 また穴や溝 3 5 はその位置決

め ピン 3 4 と嵌合するように、位置決め ピンの先端形状 を反映 した内面の形

状 を有 してもよいが、特 に溝 V 字状の溝、 U 字状の溝 とすることが好 ま しい

。 この ときに位置決め ピン 3 4 の先端付近の 2 点が穴や溝 3 5 の底部付近の

2 点 に接触するように してもよい。 この ときには、例 えば位置決め ピン 3 4

の先端が円球状、穴や溝が V 字の溝の ときのように、位置決め ピンの先端の

円球状部分が V 字の溝 3 5 の中心部 に位置 させてもよい。 このような位置決

め手段 によれば、容器 2 を前室 2 0 の ドッキングポ一 卜5 6 に正確且つ確

実 に、予定 した位置 に接続 させることが可能 となる。



[0077] 図 5 では図示 しないが、前室置 2 0 に図 2 に示すような気体供給用ポ一 卜

及び気体排 出用のポー トを設 け、かつ搬送容器本体 2 5 と前室本体 2 4 との

間はシール部材 3 2 によ り気密 にシール されるので、前室扉 2 と容器扉 2

3 の間に形成 された連結室 を前室 2 0 や容器 2 の内の雰囲気に合わせるこ

とがで きるように、任意のガスによ り満たす ことも、 また任意の気圧下 とす

ることも可能 となる。

図 5 において、容器、前室及びそれ らの扉の形状、電磁石の形状、磁性体

の形状、 ピンや穴、溝 は図示 されたものに限定されず、同様の機能 を発揮可

能であれば任意の形状のものでよい。 また、電磁石 2 6 に代 えて磁石 とする

ことも可能である。

また、図 2 ~ 4 に示 したように、図 5 に記載の装置 も、容器扉が前室扉 と

共 に前室内に移動 されて、前室内にて所定の処理等がなされるものである。

[0078] 図 5 で示す状態及び搬送容器 を前室か ら離 した場所 に位置 させている状態

において、各磁性体及び電磁石のみの関係 を図 6 に示す。

図 6 において、搬送容器は電磁石か ら離れた場所 に位置 し、電磁石は磁気

力を持 っていない状態 にある。一方、搬送容器 においては、容器扉 に埋め込

まれた磁石 3 6 によ り接続 された 2 つの磁性体 2 7 がある。 そ して該磁性体

7 のそれぞれには搬送容器本体 に設 け られた磁性体 2 8 が接続 され、 さ ら

にこれ らの該磁性体 2 8 は磁性体 2 9 によ り接続 されている。 このように接

続 した結果、図 6 に示すようにそれぞれの磁性体 によ り矢印方向に磁気力に

よる回路が形成 される。

[0079] 同様 に、搬送容器が前室 に接続 された後、電磁石 2 6 によ り磁気力が発生

した ときであ り、容器扉がまだ開いていない状態での磁性体及び電磁石の関

係 を図 7 に示す。

まず電磁石 2 6 に電流 を流 して、電磁力を発生させると、 その電磁力発生

前 に磁性体 2 7 内部で磁性体 2 8 へ向か っていた磁力線 は、電磁石の磁力に

よ り、磁性体 2 8 へ向か うのをやめ、 その磁力線 は電磁石方向へ再配置 され

る。結果 と して、磁石 3 6 -磁性体 2 7 -電磁石 2 6 -電磁石 2 6 -磁性体 2 7



という磁気回路 を形成する。 この ことで、磁性体 2 7 と電磁石 2 6 は強い吸

引力を持つ ことになる。 この ことで、搬送容器本体 2 5 と容器扉 2 3 で構成

されていた磁気回路 は、磁性体 2 7 と磁性体 2 8 の間で、磁力線がかな り弱

くな り、事実上磁気回路 と して切断される。すなわち、磁性体 2 7 と磁性体

2 8 の吸引力が極めて弱 くな り、搬送容器本体 2 5 と容器扉 2 3 は、磁気 口

ックが解除される。

以上のように、電磁石で磁力を発生させると、搬送容器本体 と容器扉の磁

気 ロックが解除され、電磁石 と容器扉が磁気 ロックされるので、容器扉 を開

くことがで きることになる。

このように、電磁石の作用によ り容器扉の開閉 と前室扉の開閉を同時に行

うことがで きるので、外気や外部の微粒子が容器内部や前室内部 に流入する

ことを防止で き、 その際には容器扉の開閉前後 ともに磁気力の閉回路が形成

されるので、磁気力が外部 に漏れることがない。

[0080] 搬送容器扉の内部側か らみた構造の模式図を図 8 に示す。

該搬送容器扉 1 2 は搬送容器 1 1 の開口部 に埋め込 まれるように して扉が

閉まるものであ り、該搬送容器扉 1 2 の上下面 に対 して垂直でない斜面 3 7

を全周 に有する円盤状であ り、 その搬送容器 1 2 内部側 には、被搬送物 （図

示せず）を保持するための爪 3 8 が 3 本設 け られている。例 えば円板状の被

搬送物 はこれ らの爪 3 8 に載置、あるいは嵌合 によ り保持 される。 また、該

搬送容器扉 1 2 の外面 には溝 4 が設 け られている。

この搬送容器扉 1 2 には磁性体 3 9 及び磁石 4 0 が埋め込 まれている。

[0081 ] 図 8 と図 9 に基づ き、搬送容器扉 1 2 を搬送容器本体 1 1 に閉める工程 を

説明する。

該搬送容器扉 1 2 の爪 3 8 に被搬送物 （図示せず）を保持 した後 に、前室

との位置決め ピン 3 4 を備 えた搬送容器本体 1 1 に搬送容器扉 1 2 を嵌合 さ

せるように して該被搬送物 を該搬送容器 1 1 内に入れる。 この際に、図 8 で

示 される搬送容器扉 を反転 し、該搬送容器扉 1 2 の斜面 3 7 を搬送容器 1 1

の内部の斜面 4 3 に合わせるように して嵌合 させる。 この とき該搬送容器扉



1 2 の周囲に設けられた溝 4 が搬送容器内部に設けた突起 4 4 にかみ合う

ようにされる。さらに同時に該搬送容器扉の周囲に設けられ、かつ斜面 4 3

に一致するように設けられた斜面 3 7 が、該搬送容器本体の内面を形成する

斜面 4 3 に徐々に接するように接近 して該搬送容器本体に該搬送容器扉が嵌

合されると同時に、該斜面 3 7 と4 3 も接するようになる。

さらに、上記のように、該搬送容器扉 1 2 の磁性体 3 9 は、搬送容器本体

1 内部に設けた磁性体 4 2 と対向配置される。このとき、磁性体 3 9 を経

由して磁石 4 0 の磁力線が磁性体 4 2 へ配向することで、該搬送容器扉側の

磁性体 3 9 へ該搬送容器本体 1 1側の磁性体 4 2 が磁気力で吸引され、これ

によって該搬送容器扉 1 2 は該搬送容器本体 1 1 に固定される。

[0082] このように、搬送容器とこの単一処理装置における前室とを気密に連結 し

、これらの間で内容物を移動させるために必要な扉を2 つだけとする。一つ

は容器の扉であり、もう一つは、前室本体の扉である。これらの 2 つの扉は

、搬送容器と前室が気密に連結 した時だけ連結室を形成できるような形状を

有する。元々その連結室の内面は 2 つの扉の外面であるから、外部空間にさ

らされることで汚染された可能性がある表面である。従って、連結室を形成

して連結室内部の清浄化機構を具備する場合には、さらに清浄性を確保でき

、搬送容器内部、前室内部及び連結室からなる内部空間と外部との分離を実

現できる。

[0083] また、単一処理装置を感光材料の塗布装置として構成 した場合を説明する

これまでのイエロ一ルームであれば、ルーム内に設置された塗布装置に感

光材料を供給するとしても、ル一厶全体が遮光されているので、供給する感

光材料が感光する虞はない。 しか し、本発明のイエロ一ルームの場合、感光

材料は遮光された容器で導入されるとしても、その容器を装置内にセッ卜す

る際に、どうしても容器の蓋を開けるので、そこで光が漏れて内部のレジス

卜を感光する恐れがある。 したがって、そのための対応を工夫する必要があ

る。



本 発 明 で は 、 感 光 性 材 料 は 感 光 線 を 遮 蔽 す る 材 料 で 作 成 さ れ た ボ トル 形 状

の 容 器 （図 示 せ ず ） に 密 閉 さ れ て 単 一 処 理 装 置 5 0 に 供 給 さ れ る 。 該 単 一 処

理 装 置 5 0 の 下 部 処 理 装 置 5 に は 、 該 容 器 の 収 納 空 間 が 設 け ら れ て お り 、

該 容 器 は 、 そ の 収 納 空 間 に 揷 入 さ れ る 。

上 部 処 理 装 置 5 2 に は 、 ワ ー ク 載 置 台 と 、 ワ ー ク 載 置 台 上 の ワ ー ク （ゥ ェ

ノ \ ) に 感 光 材 料 を 滴 下 す る 塗 出 ノ ズ ル 、 お よ び ワ ー ク 載 置 台 を 回 転 さ せ る 回

転 装 置 と か ら な る い わ ゆ る ス ピ ン コ 一 タ 一 （い ず れ も 図 示 せ ず ） が 配 置 さ れ

て い る 。 上 部 処 理 装 置 5 2 に 司見き 窓 5 7 が 設 け ら れ て い る 場 合 に は 、 そ の 司見

き 窓 5 7 は 感 光 線 を 遮 蔽 す る 材 料 で 構 成 さ れ て い る 。

更 に 、 下 部 処 理 装 置 5 1 の 前 記 収 納 空 間 に は 、 前 記 塗 出 ノ ズ ル ま で 感 光 材

料 を 供 給 す る た め の ホ ー ス の 端 部 が コ ン セ ン 卜 と し て 配 置 さ れ て い る 。 該 ホ

ー ス も 感 光 線 を 遮 蔽 す る 材 料 で 構 成 さ れ て い る 。

容 器 に は 、 プ ラ グ イ ン タ イ プ の レ ジ ス 卜供 給 コ ネ ク タ を 装 着 す る 。 こ の コ

ネ ク タ は 、 容 器 が 単 独 で 存 在 す る 時 は 閉 じ た 状 態 と な っ て お り 、 前 記 コ ン セ

ン 卜 に 装 着 す る 時 に は パ イ プ が 開 く 構 造 と な っ て お り 、 そ れ 自 体 遮 光 性 部 材

で 構 成 さ れ て い る 。 こ の よ う な プ ラ グ イ ン コ ネ ク タ 自 体 は 周 知 の 構 成 と し て

も 良 い 。

し か し 、 こ の よ う な プ ラ グ イ ン コ ネ ク タ の 場 合 、 コ ネ ク タ の 脱 着 時 に 擦 れ

に よ る 微 粒 子 を 発 生 さ せ 、 そ れ が レ ジ ス 卜材 に 混 入 す る 問 題 が 起 こ る 。 こ れ

を 防 ぐ た め に 、 本 発 明 で は 、 微 粒 子 除 去 フ ィ ル タ 一 を 、 コ ン セ ン ト 側 か ら 塗

出 ノ ズ ル ま で の 間 に 装 着 す る 。 以 上 の 構 造 的 機 能 に よ っ て 、 レ ジ ス 卜容 器 装

着 時 の 周 辺 を 光 遮 断 環 境 に す る 必 要 が な く な る 。

ま た 、 先 に 説 明 し た よ う に 、 単 位 処 理 装 置 5 0 に よ っ て 行 わ れ る 「単 一 の

処 理 プ ロ セ ス 」 と い う の は 、 1 個 の デ ス ク ト ッ プ サ イ ズ の 容 器 容 量 内 に 収 納

す る こ と が で き る 処 理 プ ロ セ ス の 一 つ の ま と ま り を い う が 、 こ れ に つ い て 、

例 を 用 い て 具 体 的 に 説 明 す る 。

実 際 の 半 導 体 デ バ イ ス の ウ ェ ハ 工 程 は 、 主 に 、 洗 浄 、 塗 布 、 露 光 、 現 像 、

エ ッ チ ン グ 、 堆 積 （CVD, ス パ ッ タ な ど ） 、 不 純 物 制 御 （イ オ ン 注 入 、 拡 散 な



ど）、検査、 CMP (研 磨 ） な どの プ ロセ スで構成 され て い る。 それ ぞれ の プ ロ

セ スは、 さ らに詳細 な要素 プ ロセ スで構成 され て い る。 た とえば、 シ リコ ン

ウェハ の洗浄 プ ロセ ス とは次 の プ ロセ ス群 の総称 であ る。

( 1) 超 純 水洗浄 （ラ フ洗浄 ）、 （2) 硫酸 加水洗浄 （有機 物 除去 ）、 （3) 超

純 水洗浄 (濯 ぎ) 、 (4) NH40H-H 202- H20 (SC-1 ) 洗 浄 （微粒 子除去 ) 、 (5) 希 フ

ッ酸 洗浄 （酸 化物 除去 による付着微粒 子除去 ) 、 (6) HC L-H202- H20 (SC-2) 洗 浄

(金 属原 子除去 ) 、 (7) 希 フ ッ酸 洗浄 （酸 化物 除去 ) 、 (8) 超 純 水洗浄 （濯 ぎ）

、 (9) IPA(Isopropy L ALcoho L) 蒸 気乾燥 （水分 除去 ）。

本実施 の形 態例 で は、 一 つの単位 処理装 置 が この一連 の洗浄 プ ロセ ス （1 ) ~

(9) を行 うものであ って もよい し、 （1 ) 、 （2) の有機 物 除去、 （3) ~ (9) の微粒 子

と金属原 子除去 の 2 つの洗浄 を行 う 2 つの単位 処理装 置 で構成 す るものであ

る こともで きる。

また、 別 の半導 体工程 の例 であ る、 塗布 プ ロセ スは、 （a) 表 面処理、 （b)

レジス 卜塗布、 （c) プ リべ 一 ク （レジス 卜の硬 化 ） の総称 であ る。 この うち

、 （a) は、 ウェハ表 面 の親 水疎 水制御 プ ロセ スであ るか ら、 この （a)表 面処理

を上記洗浄 プ ロセ スの （3) ~ (9) を行 う単位 処理装 置 で行 うことも可能 であ る

この よ うに、 本発 明で は、 単位 処理装 置 は、 処理 方法 が類似 の要素 プ ロセ

ス をひ とま とめ に して、 一 つの単位 処理装 置 で処理 す る ことを基本 とす る。

また は、 処理 方法 が大 き く異 な って いて も、 連続 した 2 つの プ ロセ ス を、 同

—装 置 内で行 うことが技術 的 に有 利 であれ ば、 それ らを一 つの単位 処理装 置

1 で処理 す る ことがあ る。

例 と して、 上記洗浄 プ ロセ ス （8) の濯 ぎ工程 の後 の （9) IPA 蒸 気乾燥 工程 は、

(8) の処理後、極 力一 つの単位 処理装 置 内で行 うことが望 ま しい。 なぜ な らば

、 ウェハ上 の残留水分 が ウェハ表 面原 子 を原 子 スケール で はエ ッチ ングす る

作 用 があ り、放 置 す る と、 エ ッチ ング残渣 が ゥ 才一 タマ一 ク と して凝 集 して

しま う問題 があ り、 これ を防 ぐため にエ ツチ ングが進行 しな い うち に IPA 蒸 気

乾燥 を行 う必要 があ るか らであ る。



[0086] そして、この単位処理装置は、極小単位の半導体デバイス、実施の形態例

としては0 . 5 インチサイズのウェハから1個の半導体デバイスを作製する

ウェハサイズを処理対象とし、それを 1枚ずつ処理するものであり、いわば

実験段階での半導体処理装置と同様なレベルの処理を行うものである。した

がって、研究室における実験段階の研究開発成果であっても、この単位処理

装置における処理装置として容易に取り込むことが可能となっている。

[0087] 本発明によれば、該単位処理装置 5 0 のレイアウト変更に伴う運搬や位置

決め作業等が容易となるので、製造単位数の変化に柔軟に対応することがで

きる。つまりフローショップレイアウト、クラスショップレイアウト及びマ

ルチセルショップレイアウト間のレイァゥ卜変更を極めて容易に行うことが

できるので、個々の製造装置を遊ばせてしまうことがなくなり、好況不況変

化に大変強いフレキシプルな製造システムを容易に構成することができる。

また、各単位処理装置と外部とを接続する構成や、搬送容器を搬送する搬送

手段の構成、あるいは単位処理装置を配置する構成を規格化することができ

るなどにより、デバイス製造装置自体のコストを下げることができる。さら

に、搬送容器の搬送制御を単純化したり、効率化したりすることもできる。

さらに、ワークの対象をウェハ 1枚一デバイス 1個の枚葉式とすれば、単位

処理装置、搬送容器、および搬送手段などをさらに単純化することができ、

製造ラインを一層安価に構築することができる。

[0088] また、本発明では、イエロ一ルームシステムと局所クリーン化システムを

共に有することにより、単位処理装置と搬送系内部が人作業空間から遮断さ

れるために、デバイス製造装置全体を収納するクリーンル一厶やイエロ一ル

—厶が必要ないので、作業者にとって作業効率が良い。また処理対象とする

ウェハが極小単位のウェハサイズであり、しかも従来のクリーンル一厶ゃィ

エロ一ルームが必要ないこともあり、従来のメガフアブに比べ製造に係るェ

ネルギ一効率が極めて良い。

より具体的には、イエロ一ルームに納めなければならない塗布、露光、現

像装置群の装置設置面積は、前工程全体の面積の 1 / 4 程度であつたが、本



発明のようにイエ ロ一ル ー ム シ ステ ム を構成すると、光 を管理 しなければな

らない体積 は、従来のおおよそ 1 / 3 0 以下 に縮小することがで きる。

符号の説明

1 • · 従来の搬送容器

2 従来の装置の前室

3 • · 従来の搬送容器の本体

4 • · 従来の搬送容器の容器扉

5 従来の装置の本体

6 従来の装置の装置扉

搬送容器

8 8 0 、 2 0 - 前室

9 2 2 前室扉

0

2 5 搬送容器本体

2 3 容器扉

3 2 4 前室本体

4 2 6 電磁石

5 気体供給用ポー 卜

6 気体排 出用ポ一 卜

7 3 0 被処理物 （ウェハ）

8 3 6 磁石

9 2 7 、 2 8 、 2 9 、 3 9 、 4 2 磁性体

3 3 2 、 3 3 - シ ー ル 部材

5 0 • 単位処理装置

5 • 下部処理装置

5 2 上部処理装置

5 4 操作パ ネル

5 5 上部 ステージ



· ドッキングポ一 卜

· 司見き窓

· • 接続部

• 可搬装置

· • 前室

処理室



請求の範囲

[ 請求項 1] 規格化 された同一の外形 を有 し、 ワーク上 に形成 された感光材料へ

の感光線 を遮光するイェ ロールームを内包する複数の可搬可能な単位

処理装置 と、前記単位処理装置間で前記 ワークを搬送するための、 そ

れ 自体がイエ ロ一ルーム と して形成 された搬送容器 と、前記単位処理

装置 と前記搬送装置 とを連結する遮光性の連結構造 と、 を有するイエ

口一ルームシステム。

[ 請求項 2 ] 前記搬送容器は、前記 ワークの収納空間を形成する搬送容器本体 と

、前記収納空間を遮蔽する搬送容器扉 と、前記搬送容器本体 と前記搬

送容器扉 との密着連結 によ り前記収納空間を密閉可能な第 1 のシール

構造 と、 を有するとともに、前記搬送容器本体、前記搬送容器扉およ

び前記第 1 のシール構造はいずれも、前記 ワーク上 に形成 された感光

材料への感光線 を遮蔽する部材 によ り形成 されてお り、

前記単位処理装置は、 いずれも、前記搬送容器 と連結する前室 と、

前記前室 と連結する処理室 とを有 し、

前記前室は、前記感光線 を遮蔽する部材 によ り形成 された前室本体

と、前記前室本体 に設 け られて前記処理室 に開口する開口部 と、前記

前室本体 を前記感光線か ら遮蔽する前室扉 とを有するとともに、前記

前室扉 と前記前室本体 との密着連結 によ り前記前室 を密閉可能かつ前

記感光線 を遮蔽可能な第 2 のシール構造 を有 し、

前記搬送容器 と前記前室は、両者が密着連結することによ り形成 さ

れる密閉可能かつ前記感光線 を遮蔽可能な第 3 のシール構造 を有 し、

前記搬送容器 と前記前室が密着連結 した ときだけ、前記第 3 のシール

構造 によって密閉化 された 1 つの分割 されない連結室 を形成 し、前記

搬送容器扉が搬送容器か ら分離する構造 を有する請求項 1 に記載のィ

エ ロ一ルームシステム。

[ 請求項 3 ] 前記単位処理室内の少な くともワークの処理位置 を含む作業領域 と

、前記作業領域か ら前記搬送容器扉の開扉位置 までの前記 ヮークの搬



送領域 とを、前記感光線 を遮断するよう構成 した ことを特徴 とする請

求項 2 に記載のイエ ロ一ルームシステム。

[ 請求項4] 前記前室扉の磁石の磁気力によって前記搬送容器扉 を前記前室扉 に

吸着することによ り、前記搬送容器扉 を開 く構造 を有する請求項 2 ~

3 のいずれかに記載のイエ ロ一ルームシステム。

[ 請求項 5] 前記搬送容器扉の磁化 される物体 と前記搬送容器本体の磁性体の間

に間隙を設 け、かつ前記搬送容器扉の磁性体 と前記前室扉の磁石間に

も間隙を設 けることで、搬送容器扉 を開閉する請求項 4 記載のイエ ロ

—ル ー ム シ ステ ム。

[ 請求項 6] 前記単位処理装置は、デバイス製造 プロセスの内の単一の処理 プロ

セスを処理する密閉型の処理装置であ って、可搬 とされてお り、

前記搬送容器は、 ワーク対象のウェハ を 1 枚収納する密閉型の搬送

容器 とされてお り、

前記密閉搬送容器 に収納 される前記 ウェハは、極小単位のデ ィス

を作製するウェハサイズであることを特徴 とする請求項 1 ~ 5 に記載

の イ エ ロ一ル ー ム シ ステ ム。

[ 請求項7] 前記極小単位 を 1 個 と し、前記 ウェハサイズを直径 0 . 5 イ ンチ と

することを特徴 とする請求項 6 に記載のイエ ロ一ルームシステム。

[ 請求項8] 前記単位処理装置は、 ワーク上への感光材料の塗布装置 と して構成

されてお り、前記塗布装置は、前記感光材料 を収納 し前記感光線 を遮

蔽する密閉型の容器本体 と、前記感光材料 をワーク上 に供給する供給

部材 と、前記容器本体 と前記供給部材 とを着脱可能 に連結するブラグ

インコネクタと、 を有 してお り、

前記 プラグインコネクタは、前記感光線 を遮蔽する構造であ って、

連結 される場合 には開 く状態 となるバル ブを有 していることを特徴 と

する請求項 1 ~ 7 のいずれかに記載のイエ ロ一ルームシステム。
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